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２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）
概観
・型管理の適正化に関しては、年々成果を発揮していると感じた。
・知的財産権の取得、秘密保持契約による営業秘密化等の管理保護を図る回
答者が半数に上ったのに対して、「所有する知的財産権がない」と回答す
る者も同数以上あった。知的財産権の認識を周知する必要性を感じた。

・原価低減要請に関して「⼀律〇％⼜は総額いくら等の合理的な理由の説明
のないコストダウンを要求された」や「コスト低減要求が慣習化または発
注側企業の調達・購買部⾨の経営⽬標化している」と要求されたり感じて
いる企業がまだあり、定期原価低減に関しては強⼒な抑⽌政策がと感じた。

・⽀払い条件に関しては、⼿形取引（⼿形等）から現⾦払いに出来るように
各業界串刺しの⾏動計画作成が必要だと感じた。

・労務費の変動状況に関して、（最低賃⾦の引き上げ、⼈⼿不⾜への対処等
外的要因による労務費の上昇）について考慮されていましたか。」7割弱の
回答者が考慮されていないと回答しています。
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【分析結果・今後の課題】
新型コロナ感染症への業務対策の成果もあり8割強で該当なし

今後規制が緩和される⽅向との事なので静観しても良いと考える。
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取引適正化に関する取組のうち、改善が進まなかった理由として、特に、新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響を
⼤きく受けたものをお答えください

【設問と回答】

３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
働き⽅改⾰・天災等への対応、その他
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【取引条件の改善を進める上での課題・業界団体や政府への対応の要望等】

・取引条件の改善がまだまだ必要であること、それは⼤企業にとっては⼩さな負担だが、中⼩企業にとってはその負担
軽減が⼤きな成⻑の機会（例えばDX化の促進など）につながることを強く啓蒙して欲しい。

・現状の課題として3次メーカーにおいて製品の流動状況の情報は⼀切分からない（注⽂の状況である程度判断はでき
るが）、2次メーカーに問い合わせてもほとんど回答を得られない状況になっています。その為⾦型の返却や廃却の
可否及び補給品としての価格の⾒直しをする事が⾮常に困難な状態です。そこで製品毎の流動状況の情報の共有化
（公的機関を含む）を⾏い流動状況に応じた取引内容を明確化し公的機関や1次メーカーが取引内容を確認出来るし
くみを構築してほしい。

・親事業者がサプライチェーン全体にわたる共通課題と捉え「親事業者発信型」の取組スキームが構築できればより多
くの下請事業者が発信しやすい環境づくりができる。

・親事業者への⾒積書の加⼯費において、価格設定が双⽅の協定価格で決めているにもかかわらず、半年に⼀度⼀律
何%という形式で価格合理化の要請がある商慣習を解消してもらいたい。

・業界全体としてのルールがバラバラなのである⼀定の基準を設けてほしい。それに伴い発注者にも周知徹底してほし
い。
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４．パートナーシップ構築宣⾔への取組状況等

【取組状況】
・会員企業数︓312社（うち、資本⾦３億円超の⼤企業９社）
・宣⾔企業数︓ 32社（うち、資本⾦３億円超の⼤企業３社）
・会員企業に占める宣⾔企業の割合 10.2％
・資本⾦３億円超の⼤企業に占める宣⾔企業の割合︓33.3％

【今後の取組】
下流企業が宣⾔してその内容に沿って⾏動頂ければ、上流企業には、宣⾔し易

い環境になると考える。ぜひ下流企業に宣⾔を頂きたい。しかし、⽀払い条件改
善などは、個社の債務状況などや、材料費のように仕⼊れから領収までに期間を
要す分野があるうえ短縮には財務強化が不可⽋であるため宣⾔できていない。こ
の部分の改善のため下流企業には、より良い⽀払条件を宣⾔に盛り込んでもらえ
るようにご指導頂きたい。
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５．これまでの取組（普及活動等）

・⾃主⾏動計画について全会員へ資料の配布

・新型コロナ感染症第6波、第7波の影響で積極的な普及が
出来なかった。
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６．その他取引適正化に向けた事項について

【今後の取組】
・課題共有と適正取引の推進のため、展⽰会などの場で意⾒交
換会など実施企画中。パネルディスカッションの議題上げる
予定。令和5年度中に１回実施予定。

・取引適正化に向けて、さらなる調査や取組を実施し、⾃主⾏
動計画を令和５年は早期に作業着⼿する。

・回答率の向上のため、⾃主⾏動計画による取組の趣旨等につ
いてお知らせする。
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